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北海道大学における 2018 年度全学インターンシップの
改革と北海道胆振東部地震への対応

亀野 淳 ＊＊，川上 あき

北海道大学高等教育推進機構

北海道大学キャリアセンター

─

1．本稿の目的

北海道大学では，2004 年度よりインターンシップ
を全学教育（教養教育課程）の正課として位置づけ
て，①自らの専攻や将来のキャリアに関連した就業
体験による高い職業意識の育成，②実社会に触れる

ことによる学習意欲の向上，③大学院においては，
専攻に関連したより高度な実務の体験の 3つを目的
として実施されている（『北海道大学学生委員会イ
ンターンシップ専門委員会報告』（2003 年））。
北海道大学のインターンシップは，①全学イン

ターンシップ，②各学部・研究科・学院のインター
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ンシップの 2本立てで実施している。①は学部・学
年を問わず参加できるが，②は各学部等の専門に応
じたインターンシップを実施しており，当該学部等
に所属している学生が対象である。このうち，①の
「全学インターンシップ」はどちらかといえば就業
体験型のインターンシップが中心であり，全学教育
課程において 1～2単位となっている1)。本稿では，
2018 年度に実施した全学インターンシップの改革
の内容とその目的を明らかにする。合わせて多くの
学生がインターンシップに参加していた 2018 年 9
月 6 日の未明に発生した北海道胆振東部地震に伴う
影響や危機管理のあり方について論述する。

2．2018 年度の改革の背景

全学インターンシップは，全学教育科目の「イン
ターンシップ （国内）2)」（2単位：実働 8日間以上
の実習），「全学インターンシップ （国内）」（1 単
位：実働 3～7日間の実習）として，高等教育推進機
構高等教育研究部の教員とキャリアセンター職員と
の共同で実施している3)。科目名の違いは企業等に
おける実習日数の違いによる単位数の相違のみであ
り，事前研修，事後研修との内容は両科目とも同様
であり4)，手続き等も共通して実施している。
2004 年度からの単位認定を行っているが，実働 8
日以上であるインターンシップ が 81％と多数を
占め，実働 8 日未満であるインターンシップ が
19％であったが，徐々に 1 週間以内のインターン
シップ が増加し，2011 年にはインターンシップ
が 39％，インターンシップ が 61％と逆転し，
2017 年ではインターンシップ （つまり 8日未満）
が 81％と大半を占めるようになった（表 1）。つま
り，10 年程度の期間に大幅にインターンシップの短
期化が進行したといえる。こうした傾向は本学のイ
ンターンシップだけではなく，全国的に見られる傾

向といえる。例えば，リクルート就職みらい研究所
（2015，2018）によると，インターンシップに参加し
た学生の実施期間をみると，2015 年卒では，1週間
以上 2 週間未満が 27.9％，3 日以上 1 週間未満が
35.0％，1日が 23.6％であったのに対し，2018 年卒
では，それぞれ 16.6％，31.3％，65.5％となってお
り，わずか 3年の間でいわゆるワンデイ・インター
ンシップといわれる 1 日が約 3 分の 2 を占めてい
る。
もちろん，1 週間以内のインターンシップの効果

を否定するつもりはないが，大学が授業の一環とし
て事前指導，事後指導を主導し，正規の授業として
単位化するに当たっては一定の教育的効果が必要で
あり，企業独自で実施するものと大学が関与すべき
ものを明確に線引する必要性があると思われる。ま
た，本全学インターンシップの事前研修においては，
担当教員が 1 人 10 分程度の個人面談を実施してい
るが，参加人数の増加に伴い，負担が大きくなり十
分な指導が難しくなっているという側面もあり，よ
り充実した指導を行うためには指導対象者となる学
生数を絞る必要もあった。

3．制度改革の内容とその結果

3.1 制度改革の内容

2018 年度に実施した制度改革では，インターン
シップ （国内）」（2単位：実働 8日間以上の実習），
「全学インターンシップ （国内）」（1 単位：実働
3～7日間の実習）という枠組みは変更しなかったも
のの，企業からのインターンシップの受入申込みに
あたっての最低実働日数を原則 8日とした。これに
より北海道大学が全学インターンシップとして企業
等から学生派遣について受け付けるものについて
は，全て原則 8日以上となった。なお，これらを
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表 1．インターンシップAとインターンシップBの割合

2004 年 2011 年 2014 年 2017 年 2018 年
インターンシップ 43 人 81％ 47 人 39％ 72 人 34％ 36 人 19％ 89 人 88％
インターンシップ 10 人 19％ 74 人 61％ 139 人 66％ 158 人 81％ 12 人 12％

計 53 人 100％ 121 人 100％ 211 人 100％ 194 人 100％ 101 人 100％



コースと呼ぶこととした。
これに加えて，企業が自社の ページや就職
情報提供会社を通じて広く学生を募集するインター
ンシップ（いわゆる公募型）については，3日以上で
あるもの，インターンシップ参加前に届出をするこ
と，事前研修（個人面談を除く）を受講すること，
参加企業にインターンシップの評価をいただくこと
ができること，終了後に研修成果レポートを提出す
ることなどの条件を満たした場合は実習期間が 8日
未満であっても， コースとし，単位を認めること
とした。
これに伴い， コースと コースの事前研修の量

や質の差別化を図った。具体的には， コースは従
来と同様に，講義形式の事前研修（2回）と担当教員
との個人面談を受けることになっているが，個人面
談の時間は 1人あたり 10 分から 15 分に延長し，よ
り充実した内容とした。また， コースの対象学生
は，講義形式の事前研修については，講義を撮影し
た動画5) の視聴も認めることとし，また，個人面談
についても学生の任意とした。

3.2 制度改革による影響

企業からの受入申込みにあたっての最低実働日数
を原則 8日としたことから最も懸念したことは企業
からの申込みが大幅に減少することであった。企業
からの申込みが減少すれば学生の希望を十分に満た
すことができないからである。実際の申込状況をみ
ると，企業数，受入可能人数とも前年比 26～27％程
度の減少となっているが（表 2），制度改革時に予想
した減少幅を超えるものではなかった。企業の対応
としては，①本学への申込みを断念した，②従来は

実働 5日間であったが，2018 年度から 3日分を追加
し，実働 8日間とした，③従来から実働 10 日間程度
だったので，2018 年度も同様だった，という大きく
3 つにわけることができる。①については，公募型
で実施している企業もあり，結果としては学生に大
きな不利益はなかったと想定される。②について
は，他大学の学生と同時に実施している関係もあり
5日間は従来と同様のプログラムであるが，本学の
学生のみ 3日間の追加プログラムを設定していただ
いた企業もあった。
この結果，インターンシップ の対象学生は 89

人，インターンシップ の対象学生は 12 人となっ
た。合計人数は半減したものの，実働 8日以上のイ
ンターンシップ が大半を占め，当初の目的はほぼ
達成できたといえる。また， コースの受講生は 94
人， コースの受講生は 7人となった。
また，インターンシップ終了後に実施した参加学

生に対するアンケート調査を 2017 年と 2018 年で比
較すると，①実際の実習期間についての感想では（表
3），2017 年，2018 年とも「適当」が最も多いが，「長
い」と回答した学生は 2017 年が 8％であったに対
し，2018 年度は 2 倍以上の 18％となっている。②
適切な実習期間についての回答をみると（表 4），
2017 年では 5 日間が 67％と全体の約 3 分の 2 を占
めているが，2018 年では，「5日間」「10 日間」とも
41％となっている。これらの結果を考察すると，
2017 年にインターンシップに参加した学生の大半
は 5 日程度，2018 年は 10 日程度の実働日数である
が，自ら経験した日数を適当と回答する傾向が強く
みられた。ただし，10 日間程度を長いと実感する学
生もおり，こうした学生は 5日間程度が適切な実習
期間と考えているといえる。

高等教育ジャーナル─高等教育と生涯学習─ 26（2019）
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表 2．企業からの受入申込み企業数と受入可能学生数

企業数 学生数
2017 年 123 社 407 人
2018 年 91 社 298 人
増減率 －26.0％ －26.8％

表 3．自分が体験した実習期間に対する学生の感想（％）

長かった 適当だった 短かった 計
2017 年 8 82 10 100
2018 年 18 70 12 100

表 4．インターンシップに参加した学生が最も適当であると認識している実習期間（％）

5 日間程度 10 日間程度 15 日間程度 20 日間程度 30 日間以上 計
2017 年 67 20 9 2 2 100
2018 年 41 41 12 6 0 100



一方，インターンシップ終了後に実施した企業に
対するアンケートによると6)，実働日数については，
「適切」と回答した割合が 2017 年の 96％から 2018
年は 52％に大幅に減少し，「もっと短くしたい」と
いう回答が 2％から 45％に急増した。これは 2017
年までは受入日数については 3日以上という制約の
みでほぼ自由に企業が適切と思われる日数を設定し
ていたのに対し，2018 年は 8日以上という制約を設
けたためと考えられる。企業としては，本学の制度
改革を了承したので申込み，学生の受入れを行った
といえるが，本音では従来の 5日程度のインターン
シップを希望している企業もまだまだ多いといえ
る。

4．北海道胆振東部地震による影響とそ
の対応，今後の課題

4.1 本地震の影響

2018 年 9 月 6 日（木）の未明に発生した胆振東部
地震は北海道全域で停電（いわゆる「ブラックアウ
ト」）が発生し，それに伴い公共交通機関も全面的に
不通になるなど経済活動，日常生活に大きな影響を
与えた。
そこで，本地震の影響を把握するため，9月 11 日
に全学インターンシップ参加者に対して緊急アン
ケートを実施した。実施方法はメールで回答を依頼
し， による質問により回答を得た。質問内容
は，①今回の地震・台風よるインターンシップの日
程への影響の有無，②影響の内容（影響ありの場合，
全日程中止か一部中心か），③具体的な中止や日程
変更の内容など，である。
これによると，①日程に影響あった学生は全体の
43％，②影響があった学生のうち，全日程が中止に
なった学生は 10％，一部が中止になった学生は 82％
であった，③具体的な中止や日程変更の内容をみる

と，9月 6，7日のみ中止になった，9月 6，7日のみ
ならず翌週の 10 日以降も中止になった，中止になっ
た分は自宅研修や後日別途設定の予定である，など
であった。

4.2 本地震に対する企業及び学生の対応

4.1 の緊急アンケートの結果や学生個別との連絡
調整において，企業の対応についてみると，停電が
続き公共交通機関もほぼ不通であった 9月 6日（木）
及び 7日（金）については，インターンシップを中
止したという企業がほとんどであった。そして，こ
の 2日間については，①そのまま日数の縮小，②別
途 2日分を翌週以降にセッティングというパターン
があった。①については，当該企業等の業務の関係
もあり仕方ないといえる。本学としても特段の依頼
等は行わなかった。②については，各企業が関係部
署と再調整し日程を確保していただいたことについ
ては感謝しかない。
また，翌週以降のインターンシップの実施につい

ては，①中止，②通常通りの実施というパターンが
あった。①については，地震後の対応など新たな業
務発生による多忙が大きな理由である。
学生の対応についてみると，ほとんどが企業の意

向にしたがった対応であったといえる。しかしなが
ら，9月 6日（木）及び 7日（金）の対応については，
停電等により企業の担当者とも連絡が取れずその対
応に苦慮した学生も多く見られた。この点について
は，4.3 で後述する。また，上述したように中止と
なった 9月 6日（木）及び 7日（金）分を翌週以降
に再セッティングしていただいた企業等もあった
が，当該学生との日程が合わず実施できなかった
ケースもあった。

4.3 地震等に対する危機管理のあり方

地震発生が未明であったことからインターンシッ
プ実習中の学生はおらず，幸いにも参加学生に怪我
などの被害はなかった。しかしながら，企業等とも
連絡が取れず対応に戸惑った学生も多くみられた。
というのは，多くの企業等では社員の出勤もままな
らず，また，停電によりパソコンなどの使用にも大
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表 5．インターンシップの学生を受け入れた企業の実働日数に対
する考え方（％）

もっと短くしたい 適切 もっと長くしたい 計
2017 年 2 96 2 100
2018 年 45 52 3 100



きな制約があった。つまり，学生がメールや電話等
により企業に連絡をしても通じず，また，企業の担
当者も学生に連絡を取ろうとしても，出勤自体が不
可能であったケースや，パソコンが使用できずに連
絡先がわからなかったというケースもあった。
さらには，本学の担当教職員も出勤が困難であっ
たり，停電により学生とのメールが送受信できない，
パソコンが起動できず学生の連絡先がわからないな
どというトラブルが発生した。
学生に対してはインターンシップ参加前の事前研
修において危機管理について説明を行っている。た
だし，本学の場合は，事故の防止と事故時の対応に
ついて図 1のように事前研修のテキストに記載して
いるのみであり，事前研修の講義においても，「対応
が不明な場合は企業等に確認すること」という指示
を与えているのみであった。つまり，上記のように
企業等にも大学にも連絡が取れないケースは想定し
ていなかった。もちろん，本ケースのような緊急事
態に対しては生命の確保，日常生活の確保を第一に
考え，学生の自己判断により対応を決定するしかな
いが，事前研修においてテキストへのその旨の記載
や講義が必要であることが認識させられた。

5．2019 年度以降の対応

3．で詳述した 2018 年度の改革については，①受
入最低日数を「8日」とすることについては，一部企
業から「5日に戻してほしい」という要望もあった。
このように，5日程度の短期間のインターンシップ

の排除といった今回の制度改革が学生や企業のニー
ズに合致していたかは再考の余地はあるものの，5
日程度のものは公募型，10 日程度のものは大学経由
という棲み分けが学生や企業に認識されればこうし
た点も徐々に解消されると思われる。したがって，
2019 年度も引き続き 2018 年度と同様の方法で実施
したいと考えている。
②新たに公募型を単位認定する コースを設け

た点についても 2019 年度も引き続き実施する予定
である。ただし， コース， コースという名称が
インターンシップ ，インターンシップ と混同す
る場合があるので， コース， コースの名称を変
更するとともに，公募型である コースの制度をよ
りわかりやすく学生に情報提供していくことも必要
であろう。
4．で詳述した地震等に対する対応については，

2019 年度以降も様々な災害の可能性があることか
ら事前研修においてより詳細に危機管理のあり方に
ついて説明するとともに，緊急時の連絡体制につい
ても個人情報の取扱いに配慮しつつ再検討を行う予
定である。

注

1．詳細は亀野（2004），亀野（2007），亀野（2010），
亀野（2015），亀野・川上（2018）など参照。

2．国際インターンシップも制度化されたことに伴
い，科目名に「（国内）」「（国際）」を追記するこ
ととなった。
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4．7 事故の防止と事故時の対応
○担当者や指導者など関係者の指示に従い，事故の防止に努めること。
○万が一，事故が発生した場合には，次のとおり対応すること。
①出・退社途上で事故が発生した場合
・まず安全を確保することを第一に考え，しかるべき措置をとり，研修先企業等
の担当者及び北大キャリアセンターに，事故の状況等を連絡すること。

②研修先企業等での研修期間中に事故が発生した場合
・企業等の担当者及び責任者の指示に従って必要な措置を行うこと。この場合も
必ず北大キャリアセンターに報告すること。

○後に傷害保険の適用を得るために事故証明書が必要となるので，北大キャリアセン
ターに報告し，事故発生の交通機関や研修先企業等で「事故証明書」の発行をお願
いすること。

図 1．事前研修テキストにおける事故の防止と事故時の対応についての記載
（北海道大学高等教育推進機構（2018）p21 より抜粋）



3．大学院生は参加できるものの単位認定はしてい
ない。

4．事前研修の内容については，亀野（2009），亀野
（2015），亀野・川上（2018）など参照。

5．本学の高等教育推進機構オープンエデュケー
ションセンターの協力により，事前研修の講義
を動画撮影・編集し， コースの学生だけでは
なく，事前研修を欠席した学生にもサーバーに
アクセスし視聴することを義務付けた。オープ
ンエデュケーションセンターについては，

参照
6．インターンシップ終了後にメールで回答を依頼
し， の調査票により回答をいただいた。回
答数は 30 社であった。
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